
被災された加入者及び関係者の皆様へ

私学共済からのお知らせ
被災された加入者の皆さまに対しまして私学事業団は、引き続き全力で支援策を進めてまいります。

今後も適切な情報をさまざまなかたちで発信してまいりますので、どうぞよろしくお願いします。

災害見舞金ってなに?!

災害見舞金とは、加入者や被扶養者が水震火災などの

非常災害にみまわれ、住居又は家財に損害を受けたと

きに、その損害に応じて見舞金として支給するもので

す。(*災 害見舞金付加金の制度もあります。)

詳しくは、私学共済ホームページをご確認ください。

☆日程等

災害見舞金請求に必要な主な書類

1災 害見舞金 ・同付加金請求書、災害状況明細書

2市 区町村長又は消防署長の 「り災証明書」(コピー可)

3加 入者証、運転免許証等加入者ご本人であることのわかる

書類(学 校の事務担当の方が、こ本人様に代わって請求する

こともできます。)

4預 金通帳など、加入者ご自身の銀行等口座がわかるもの

*上詑の他にも書類が必要となる場合があります。

当日は、特例災害貸付の申込受付も行い

ます。(任意継続加入者は、除きます。)

また、既に貸付けを受けている方で、償

還猶予を希望される場合など、ご相談を

お受けします。

☆今後の現 也受付・審査の予定等 【開催時間9:00～17:00(一 部開催時間が異なりますので、今後の情報にご注意ください。)】

*詳 しくは、私学共済ホームページ等をご確認ください。

病院にかかったとき
被災された加入者や被扶養者の方が病院にかかったときは、窓口での自己負担金については、お支払いいただく必要

がありません。平成23年5月末 まで(こ の期間は延長する場合があります。)

加入者証をなくしたとき
被災して加入者証や加入者被扶養者証を紛失しても、病院にかかれます。

病院の窓口で、①氏名、②生年月日、③加入者の勤務先学校名④私学共済の加入者又は被扶養者であることを申し出

てください。

災害見舞品(品物に代えて3万 円を支給します)
短期給付の災害見舞金付加金の支給を受ける方には、災害見舞品(通 常、1万 円相当のカタログギフト)に代えて現

金3万 円を支給します。自動でお支払いしますので、請求手続きは必要ありません。



貸付けを受けたいとき

被災された加入者の皆様が、当座

の資金を必要とする場合や新た

に住宅購入・新築等の際に資金を

必要とする場合には、特例災害貸

付と特例住宅貸付があります。

対象となる方は、東日本大震災に

より被災された加入者です。

貸付利率は、年1.2%

償還回数は、貸付金額によって異

なります。

特例災害貸付と特例住宅貸付を

受けるためには、り災証明書が必

要です。

償還猶予の特例措置があります。

特例主宅貸付の貸付け条件等

特例災害貸付の貸付け条件等

*任意継続加入看は、貸付けを受けることはできません。

既に貸付けを受けているとき

既に貸付けを受けられている被

災された加入者に対しては、ご希

望に応じて償還猶予を行います。

対象となる方は、東日本大震災に

より被災された簾入者です。

各種届出(加入者資格に関すること)について
資格事項に関する各種異動報告書や届出書等については、提出期限を延長しています。(当面6か 月の間)

被災された方の加入者証等、年金加入期間確認通知書及び資格証明書の再交付などについては、お電話等でも本人確

認のうえ受け付けています。

被災された学校法人等が、その事務連絡先を一時的に変更する場合は、電話等でもその申出を受け付けています。

加入者資格の特例について
学校法人等が被災 したことにより、給与が一時的に遅配、減給も しくは無給とな った場合、又は常時勤務に服 しない

場合であ っても、雇用関係が継続 している場合は、加入者資格を継続することとします。

平成23年3月11日 から1年 間(こ の期間は延長する場合があります。)
*被 災により学校法人等が事業を休止し、教職員が給与を受けとれない状態になった場合は、実際に離職していなくても雇用保険の失業手当
を受給できる特例があります。詳しくはお近くのハローワークや県の労働局にお問い合わせください。

掛金の納付猶予等について
次の①及び②に該当する学校法人等については、掛金及び児童手当拠出金の納付(震 災以後納期限が到来するもの)

について平成23年5月31日 まで猶予します。

①青森県 ・岩手県 ・宮城県 ・福島県 ・茨城県の地域に所在する学校法人等

②今回の震災に伴い災害救助法の適用市町村(東 京都を除きます。)に 指定された地域に所在する学校法人等

また、被災された学校法人等からの申請に基づき、原則として1年 以内の期間に限って、掛金等の納付を猶予します。

東 日本大 震災に伴う私学 共済の取 扱いについてお問 い合せ ⇒ 日本私 立学校振 興 ・共済事業 団 共済事 業本部

〒113-8441東 京都 文京 区湯 島1-7-5TELO3(3813)5321(代 表)http://www.shigakukyosai .jp/

e-mailkyosai.saigaitaisaku@tcn-catv.ne.jp

※Eメ ー ルでのお問い合わ せ の際 には 、住所 ・氏名(フ リガナ)・電話番号(携 帯電話 可)な どをご記 入ください。



私 共 貸 第45号

平 成23年4月15日

学校法人等代表者 殿

日本私立学校振興 ・共済事業

理 事 長 河 田 悌

平成23年 東日本大震災により被災された加入者の

皆様に対する貸付利率等の取扱いについて(お 知らせ)

平素か ら、私学事業団の業務につきましては、格別のご理解を賜り、厚くお礼申しあ

げます。

このたびの震災で、被災された皆様に衷心よりお見舞い申し上げます。

さて、加入者の皆様に対する貸付けの取扱いについては、平成23年3月29日 付 「平

成23年 東北地方太平洋沖地震等による被災に係る共済事務の取扱いにっいて(私 事総

1362号)」 によりお知 らせ しているところですが、その中で貸付けの利率について、更

なる軽減を図るよう検討させていただいておりました。このほど、私立学校教職員共済

制度貸付規則(平 成10年 文部大臣承認)に ついて一部改正 し、下記のとお り取り扱 う

こととしましたのでお知らせ します。

また、被災された加入者の皆様に対する特例住宅貸付及び特例災害貸付の貸付け条件

等についてもあわせてご案内します。

貴学校法人等所属の加入者の皆様にもご周知くださるようお願い申し上げます。

記

1定 期償還に係る償還猶予中の利率変更について

2特 例住宅貸付に係る貸付利率の変更について

3特 例災害貸付に係る貸付利率の変更について

※改正後の貸付利率等の取扱いについては、裏面をご覧ください。



〔改正後の貸付利率等の取扱い〕

1定 期償還に係 る償還猶予

2特 例住宅貸付の貸付け条件等

3特 例災害貸付の貸付け条件等



【参 考】

災害見舞金、災害見舞金付加金は、加入者、被扶養者が水震火災その他非常災害により、住居又

は家財に損害を受けたとき、その損害に対する見舞金として支給される給付です。

〔支給条件〕

下表左欄に掲げる損害の程度(基 準)に 該当した場合に、右欄に定める月数を標準給与の月額

に乗じた額が災害見舞金として支給されます。また、災害見舞金の額の60%に 相当する金額が災

害見舞金付加金として支給されます。なお、住居又は家財の損害が下表に該当しない場合は災害

見舞金が支給されませんが、1/5以 上1/3未 満の損害を受けた場合は標準給与の月額の50%が

災害見舞金付加金として支給されます。

なお、この他に災害見舞品に代えて3万 円を別途支給します。

学校法人等代表者 殿

私 事 総 第1020号

平成23年4月15日

日本私立学校振興 ・共済事業

理事長 河 田 悌

東日本大震災により被災された加入者の皆様への災害見舞金等

の現地受付及び給付金等の早期支払の実施について

このたびの東 日本大震災により、被災された皆様に心からお見舞い申し上げますとともに、

一日も早い復興をお祈り申し上げます。

当事業団では職員を派遣して、大震災により住居、家財に損害を受けられた加入者の皆様に

対し、下記のとおり災害見舞金等の請求及び特例災害貸付の申込みを現地で受付 ・審査し、給

付金又は貸付金を速やかに送金することといたします。

つきましては、該当する加入者の皆様に対しまして、関係書類をご用意いただき、ご来場く

ださるようご案内いただきたくお願い申し上げます。

なお、ご来場いただく方は加入者ご本人、学校法人等の事務担当者のどちらでも結構です。

記

Ⅰ日時及び会場

※ なお、この期間においては、学校法人等への災害復旧に対する融資等(私 学振興事業

本部の業務)に 関する相談窓口も開設いたします。

Ⅱお取り扱いする業務

平家屋の浸水の場合で損害額の算出が困難な場合
1.災 害見舞金、同付加金請求書をその場で受付 ・審査し、給付金を早期に支払うための処理

を行います。(災害見舞金、同付加金の支給条件は、参考の上欄をご参照ください。)

(1)請 求手続

〔特例災害貸付の貸付条件等〕

(注1)請 求書には、学校法人等の証明が必要となりますが、震災により学校法人等の事



務的対応が困難な状況にある場合には、特例的に学校法人等の証明を省略できる

こととします。

(注2)「 り災証明書」の入手が困難で用意できない場合、後日提出する旨の 「誓約書」に

ご記入のうえ提出していただくこととなります。(「誓約書」は会場にも用意 して

あります。)

(注3)郵 貯口座への送金を希望される場合は、貯金通帳をご持参ください。

(2)給 付金の送金

災害見舞金等の給付金は、受付日の翌日もしくは翌々日(金 融機関の営業 日)に ご指

定の預金口座に送金 します。

※ 加入者の預金口座への送金の特例

学校が指定する給付金受取口座への送金を原則としますが、このたびの現地での取

扱いについては、震災により学校法人等の事務的対応が困難な状況にあることや現地

で受付する災害見舞金等の給付金を一刻も早く加入者のお手元に届けるため、加入者

個人の預金口座へ送金できるようにいたします。その場合、加入者個人の預金口座を

「申出書」にご記入のうえ提出していただきます。(「申出書」は会場に用意してあり

ます。)

なお、やむを得ない事情(預 金通帳等紛失のため口座番号が不明な場合等)に より

銀行等預金口座への送金ができない場合は、郵便振替払出証書にて送金することにな

りますが、同証書がお手元に届くまで2週 間程度の 日数を要しますのでご了承くださ

い。(極力、銀行等預金口座への送金の利用をお願いします。)

(3)災 害見舞品

災害見舞金付加金を受給できる加入者に、災害見舞品(通 常、1万 円相当のカタログ

ギフ ト)に代えて3万 円をあわせて送金します。(あ らためて、請求書を提出 していただ

く必要はありません。)

(4)お 問い合わせ

給付金等の請求について、ご不明な点がありましたら業務部短期給付課又は現地にて

お問い合わせください。

2.特 例災害貸付申込書をその場で受付 ・審査し、貸付金を早期に支払うための処理を行いま

す。(貸付条件は、参考の下欄 「特例災害貸付の貸付条件等」をご参照ください。)

(1)申 込手続

(注2)「 り災証明書」の入手が困難で用意できない場合、本人の理由書と同人が被災され

た旨の学校法人等の証明書(併 記可)を ご提出ください。(任意の用紙で構いま

せんが、事業団ホームページでも取得できます。)

(2)貸 付金の送金

特例災害貸付金は、受付日の翌日又は翌々日(金 融機関の営業 日)に 学校法人等に送

金 します。なお、今回の貸付日については、平成23年5月2日 として取 り扱います。

※ 震災により学校法人等の受取口座が使用できない場合は、事前に福祉部貸付課まで

ご相談ください。

(3)償 還猶予の申出

申出により2年 間を限度に償還を猶予します。猶予を希望される方は 「償還猶予申請

書」をご提出ください。償還猶予期間中の利息は、年1.2%で 、猶予期間終了後の償還

開始時から一括又は分割払いにてお支払いいただきます。(「償還猶予申請書」は会場に

も用意してあります。)

(4)お 問い合わせ

貸付の申込みにっいて、ご不明な点がありましたら福祉部貸付課又は現地にてお問い

合わせください。

Ⅲその他の地区での実施予定

災害見舞金、同付加金及び特例災害貸付の業務につきまして、次の地区においても実施

する予定です。現在、会場等の手配等準備を進めておりますので、詳細が決まりましたら、

あらためてご案内いたします。

(注1)あ らかじめ、学校法人等の証明を受けてご持参ください。なお、学校法人等がり

災したことにより学校法人等の代表者印が押印できない場合は、代表者の個人印

でも受け付けることとします。(代表者の個人印の押印も困難な場合には、ご相

談ください。)

(お問い合 わせ先)

日本私立学校振興 ・共済事業団 共済事業本部

○ 災害見舞金 に関す ること 業務部短期給付課

○ 特例災害貸付に関すること 福祉部貸付課

〒113-8441東 京都文京区湯島1-7-5

TelO3-3813-5321(代 表)

http://www.shigakukyosai.jp/

e-mailkyousai.saigaitaisaku@tcn-catv.ne.jp

※Eメ ールにてお問い合わせの際には、住所 ・氏名(フ リガナ)・電話番

号(携 帯電話可)な どをご記入ください。



【参 考】

災害見舞金、災害見舞金付加金は、加入者、被扶養者が水震火災その他非常災害により、住居又

は家財に損害を受けたとき、その損害に対する見舞金として支給される給付です。

なお、この他に災害見舞品に代えて3万 円を別途支給します。

〔支給条件〕

下表左欄に掲げる損害の程度(基 準)に 該当した場合に、右欄に定める月数を標準給与の月額

に乗じた額が災害見舞金として支給されます。また、災害見舞金の額の60%に 相当する金額が災

害見舞金付加金として支給されます。なお、住居又は家財の損害が下表に該当しない場合は災害

見舞金が支給されませんが、1/5以 上1/3未 満の損害を受けた場合は標準給与の月額の50%が

災害見舞金付加金として支給されます。

学校法人等代表者 殿

私 事 総 第1025号

平成23年4月22日

日本私立学校振興 ・共済事業団

理事長 河 田 悌 一

東日本大震災により被災された加入者の皆様への災害見舞金等

の現地受付及び給付金等の早期支払の実施について

このたびの東日本大震災により、被災された皆様に心からお見舞い申し上げますとともに、

一日も早い復興をお祈 り申し上げます。

当事業団では職員を派遣して、大震災により住居、家財に損害を受けられた加入者の皆様に

対し、下記のとおり災害見舞金等の請求及び特例災害貸付の申込みを現地で受付 ・審査し、給

付金又は貸付金を速やかに送金することといたします。

つきましては、該当する加入者の皆様に対しまして、関係書類をご用意いただき、ご来場く

ださるようご案内いただきたくお願い申し上げます。

なお、ご来場いただく方は加入者ご本人、学校法人等の事務担当者のどちらでも結構です。

記

Ⅰ日時及び会場(『私学共済 災害見舞金等 請求受付会場』と表示します。)

平家屋の浸水の場合で損害額の算出が困難な場合

〔特例災害貸付の貸付条件等〕



Ⅱお取り扱いする業務

1.災 害見舞金、同付加金請求書をその場で受付 ・審査し、給付金を早期に支払うための処理

を行います。(災害見舞金、同付加金の支給条件は、参考の上欄をご参照ください。)

(1)請 求手続

(4)お 問い合わせ

給付金等の請求について、ご不明な点がありましたら業務部短期給付課又は現地にて

お問い合わせください。

2.特 例災害貸付申込書をその場で受付 ・審査し、貸付金を早期に支払うための処理を行いま

す。(貸付条件は、参考の下欄 「特例災害貸付の貸付条件等」をご参照ください。)

(1)申 込手続

(注1)請 求書には、学校法人等の証明が必要となりますが、震災により学校法人等の事

務的対応が困難な状況にある場合には、特例的に学校法人等の証明を省略できる

こととします。

(注2)災 害状況明細書については、あらかじめご記入のうえお持ちいただくこともでき

ますが、明細書の準備ができない場合でも被災による損害の状況をその場でお聞

かせいただくことにより確認し、明細書を作成していただくこともできます。そ

の場合は、損害の状況を詳しくご説明いただける方にご来場いただくか、損害の

状況のわかる写真などをご用意いただくようお願いします。

(注3)「 り災証明書」の入手が困難で用意できない場合、後日提出する旨の 「誓約書」に

ご記入のうえ提出していただくこととなります。(「誓約書」は会場にも用意 して

あります。)

(注4)郵 貯 口座への送金を希望される場合は、貯金通帳をご持参ください。

(2)給 付金の送金

災害見舞金等の給付金は、受付日の翌日もしくは翌々日(金 融機関の営業日)に ご指

定の預金口座に送金します。

※ 加入者の預金口座への送金の特例

学校が指定する給付金受取口座への送金を原則としますが、このたびの現地での取

扱いについては、震災により学校法人等の事務的対応が困難な状況にあることや現地

で受付する災害見舞金等の給付金を一刻も早く加入者のお手元に届けるため、加入者

個人の預金口座へ送金できるようにいたします。その場合、加入者個人の預金口座を

「申出書」にご記入のうえ提出していただきます。(「申出書」は会場に用意 してあり

ます。)

なお、やむを得ない事情(預 金通帳等紛失のため口座番号が不明な場合等)に より

銀行等預金口座への送金ができない場合は、郵便振替払出証書にて送金することにな

りますが、同証書がお手元に届くまで2週 間程度の 日数を要 しますのでご了承くださ

し㌔(極 力、銀行等預金A座 への送金の利用をお願いします。)

(3)災 害見舞品

災害見舞金付加金を受給できる加入者に、災害見舞品(通 常、1万 円相当のカタログ

ギフ ト)に代えて3万 円をあわせて送金します。(あらためて、請求書を提出していただ

く必要はありません。)

(注1)あ らかじめ、学校法人等の証明を受けてご持参ください。なお、学校法人等がり

災したことにより学校法人等の代表者印が押印できない場合は、代表者の個人印

でも受け付けることとします。(代表者の個人印の押印も困難な場合には、ご相

談ください。)

(注2)「 り災証明書」の入手が困難で用意できない場合、本人の理由書と同人が被災され

た旨の学校法人等の証明書(併 記可)を ご提出ください。(任意の用紙で構いま

せんが、事業団ホームページでも取得できます。)

(2)貸 付金の送金

特例災害貸付金は、受付日の翌日又は翌々日(金 融機関の営業 日)に 学校法人等に送

金 します。なお、今回の貸付日については、平成23年6月2日 として取 り扱います。

※ 震災により学校法人等の受取口座が使用できない場合は、事前に福祉部貸付課まで

ご相談ください。

(3)償 還猶予の申出

申出により2年 間を限度に償還を猶予 します。猶予を希望される方は 「償還猶予申請

書」をご提出ください。償還猶予期間中の利息は、年1.2%で 、猶予期間終了後の償還

開始時から一括又は分割払いにてお支払いいただきます。(「償還猶予申請書」は会場に

も用意してあります。)

(4)お 問い合わせ

貸付の申込みについて、ご不明な点がありましたら福祉部貸付課又は現地にてお問い

合わせください。

(お問い合わせ先)

日本私立学校振興 ・共済事業団 共済事業本部

○災害見舞金に関すること 業務部短期給付課

○特例災害貸付に関す ること 福祉部貸付課

〒113-8441東 京 都文京区湯 島1-7-5

TELO3-3813-5321(代表)

http=//www.shigakukyosai.jp/

e-mailkyosai.saigaitaisaku@tcn-catv.ne.jp

※Eメ ール にてお問 い合 わせの際 には、住所・ 氏名(フ リガナ)・ 電話番

号(携帯電話可)な どをご記入ください。



平成23年 度第1回 私学共済事務担当者連絡会資料

私学事業団における東日本大震災対応の概要等

東 日本大震災(以 下 「大震災」とい う。)発 生後 、私立学校教職員共済制度 において も直 ちに

所要の措置 を講 じてきま した。

さらに、平成23年5月2日 に 「東 日本大震災に対処す るための特別の財政援助及び助成 に

関す る法律」(平 成23年 法律第40号 。以下 「財特法」 とい う。)及 び関係政省令が交付、施行

された ことに伴い、特例措置 を行 うこととな りま した。

ここでは、私学事業団における東 日本大震災対応 の概 要等 について、 ご案 内 します。
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資格関係
1)加 入者資格の特例措置

(1)学 校等が被 災 した ことに よ り、給与が一 時的 に遅配 、減給 も しくは無給 となった場合、

又 は常時勤務 に服 しない場合 であって も、雇用関係 が継続 してい る場合は、加入者資格

を継続す ることとします。

(2)大 震災以後、被 災 された学校等に使用 され るこ ととなった者 について も、上記(1)と 同様

の取 り扱 いとします。

(3)対 象地域 は東 日本大震 災に より被害を受 けた地域(「 災害救助法の適用市町村(東 京都

を除 く。)」)で す。

(4)適 用期 間

平成23年3月11日 か ら1年 間 とします。

*学 校等が被 災 したことによ り事業 を休止 したために、教職員が給与を受け とれ ない状態 に

なった場合 は、実際に離職 していなくて も雇用保険の失業手 当を受給できる特例措置があ

ります。詳 しくはお近 くのハ ロー ワー クや労働 局にお問い合 わせ くだ さい。

2)資 格事項に関す る各種異動報告書等の提 出期限の延長

届 出書等 については、それぞれ提 出期限が定 め られ ています が、それ らの提 出期 限を延長 し

ます(当 面6か 月の間)。 なお、提 出の際は平成23年 東 日本大震 災によって提 出が遅れ た旨、

お申 し出 ください。

3)加 入者証等の再交付、年金加入期間確認通知書及び資格証明書の交付

電話等による申し出も本人確認のうえ受け付けます。

4)被 災学校法人等の事務連絡先の一時的変更

電話等でもその申し出を受け付けます。

5)標 準給与の改定の特例(財 特法第38条 関係)

平成23年3月11日 時点で特定被災区域(特 定被 災区域に準ず る市町村 を含む。)に所在 して

いた学校等 が大震災による被 害を受けた ことに よ り、加入者 に支給す る給与額が著 しく低下又

は上昇 した場合に、速やかに掛金の算 定基礎 となる標 準給与 を改定す ることがで きるよ う、以

下の とお り取 り扱います。

(1)給 与の額 が著 しく低下又は上昇 した場合

平成23年3月 か ら平成24年2月 までのいずれかの月に受 けた給与の額 が、そ の月の標準

給与の基礎 となった給与月額 に比べて著 しく低下(標 準給与の等級が2等 級以上変動す るこ

ととなる給与の変動 をい う。)した場合、その著 しく低 下 した月か ら標 準給与 を改定(以 下 「即

時改定」 とい う。)す ることができます。
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また、即 時改定が行 われた月の翌月か ら平成24年2月 までのいずれかの月 に受けた給与

の額が、著 しく上昇 した場合は、その著 しく上昇 した月か ら標準給与 を改定す ることができ

ます。

なお、従前の標準給与 の等級 が第2級 の場合で、その給与月額が95,000円 未満 になった

ときは第1級 に、また、95,000円 未満 の給与月額が101,000円 以上107,000円 未満 にな っ

た ときは第2級 にそれ ぞれ即時改定す ることができます。

23年5月 即 時改 定 ⇒18級:30万

23年8月 即 時改 定 ⇒20級:34万

*給 与の額 が著 しく低下又は上昇 した場合 とは、学校等において授業が行 えない こと等に

よ り、給与が支払われ ない場合 を含みます。また、この場合 、固定的給与の変動 があっ

たもの として取 り扱います。

(2)即 時改定の特例の要件

学校等が大震災による被害を受けたこととは、以下に掲げる場合をいいます。

① 大震災により学校等が損壊(設 備の損壊等も含む。)するなど直接的な被害が生じてい

る場合

② 授業等を行うために必要な電気、ガス、水道等の施設の被害や道路の遮断等により被

害が生じている場合

③ 原子力災害対策特別措置法第20条 第3項 の規定による警戒区域、計画的避難 区域又

は緊急時避難準備区域に、平成23年3月11日 において現に学校等が所在 していた場合

なお、原子力災害対策特別措置法第15条 第3項 の規定による内閣総理大臣の屋内退

避指示の対象地域に同日において現に学校等が所在していた場合についても、別に定め

る日までは特例の対象となります。

④ その他上記①から③に準じた理由により、学校等が大震災による被害を受けた場合で

あって、その被害の状況を総合的に勘案し、不可避的に授業が行えないこと等(警 戒区

域、計画的避難区域又は緊急時避難準備区域に居住する児童生徒等が当該区域外に避難

することにより授業が行えない場合等を含む。)を余儀なくされたと判断される場合

2
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(3)即 時改定に関す る届 出方法

「標準給与改定届書」(様 式第7号)を 使用 し、算定基礎月の 「1月 目」欄 に著 しく低下 し

た月又は上昇 した月の給与月額 を、 「平均額」欄 には、1月 目の給与月額 を記入 して くだ さい。

また、 「改定事 由」欄 に 「特例措置 による即時改定」と朱書 きし、学校等が被害 を受 けたこ

とを明 らかにできる書類(り 災証明書等)及 び給与台帳の写 しを添 えて提出 してくだ さい。

(4)即 時改定 され た標準給与 の適 用期間

即時改定によって改定 され た標 準給与は平成23年8月 までの標 準給与 とし、平成23年9

月か らは、定時決 定(平 成23年4月 、5月 、6月 の給与月額 の平均額)に よ り決定 され た

標 準給与 を用 いることとします。【例1】

ただ し、平成23年4月 か ら同年6月 までの間に即時改定があった場合 で、同年7月 以降

の給与 の実態 を鑑 みて、定時決定す るよ りも特例に よる即時改定の標準給与が適 当な場合 は、

平成23年7月 か ら平成24年2月 までの間に即時改定又は通常の随時改定が行われ ない限 り、

その標準給与が平成24年8月 までの標準給与 とな ります。 【例2】

23年3月 即時 改定 ⇒18級23年3月 ～23年8月 まで

23年9、月定時決 定 ⇒19級23年9月 ～24年8月 まで

3
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【例2】

23年3月 即 時改定⇒1級23年3月 ～23年5月 まで

23年6月 即 時改定⇒4級23年6月 ～23年8月 まで

23年9月 定 時決定(3級)⇒4級(即 時改定)が 適 当23年9月 ～24年8月 まで

(5)即 時改定を行わない場合

① 一時的に給与の一部又は全部が遅配された場合

② 育児休業中の場合

短期給付関係
1)医 療機関の窓口で支払う自己負担額の免除の特例(財 特法第40条 関係)

事業団では、加入者並びに被扶養者のうち、次の免除認定者に該当する場合、一部負担金を

免除することとします。また、財特法施行により入院時食事療養費等にかかる自己負担額につ

いても免除することとします。(一部負担金等の免除の特例)

免除認定者の要件

次のいずれかの要件に該当する加入者又は被扶養者

① 平成23年3月11日 に特定被災区域に住所を有 していた者(同 日以降、他の市町村に転入

した者を含む。以下同じ。)で あって、大震災により住家の全半壊、全半焼又はこれに準

ずる被災をしたもの

② 平成23年3月11日 に特定被災区域に住所を有 していた者であって、大震災により主たる

生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負ったもの

③ 平成23年3月11日 に特定被災区域に住所を有 していた者であって、大震災により主たる

生計維持者が行方不明であるもの

④ 原子力災害対策特別措置法の規定による、避難のための立退き又は屋内への退避にかかる

内閣総理大臣の指示の対象地域であるため避難又は退避を行っているもの

⑤ 原子力災害対策特別措置法の規定による、計画的避難区域及び緊急時避難準備区域の設定

にかかる原子力災害対策本部長の指示の対象となっているもの

⑥ その他上記①から⑤までに準ずる者として事業団が認めたもの
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(1)免 除の対象 となる一部負担金等

・一部負担金

・入院時食事療養費にかかる標 準負担額 ・入院時生活療養費 にかかる標準負担額

・保険外併用療養費にかかる 自己負担額 ・訪問看護療養 費にかか る自己負担額

・家族療養費にかか る自己負担額 ・家族訪 問看護療養費にかか る自己負担額

(2)免 除す る期間

・要件①～③ に該当す る者 は
、平成23年3月11日 か ら平成24年2月29日 まで

・要件④、⑤ に該当す る者 は、それ ぞれの指示 のあった 日か ら平成24年2月29日 まで

ただ し、平成24年2月29日 以前で も、以下の条件 に該 当 した 日以降は免除 され ませ ん。

◇ 要件③に該 当 した者の主たる生計維持者 の行方が明 らか となった とき

◇ 要件④、⑤ に該 当 した者 に対す る当該指示 が解除 された とき

◇ 入院時食 事療養費及び入院時生活療養費 にかか る標準負担額については、厚生労働 大 臣

が別に定める 日(平 成23年8月31日 予定)

(3)免 除の手続 き

・6月 末まで延長 となった医療機 関の窓 口負担 の猶予の対象 となっている一部負担金等に

ついては、免 除 申請 を省 略す ることがで きます。

・ 平成23年7月1日 以降、一部負担金等の免除 を受 けるには、私学事業団に免 除申請 をし

て、窓 口で加入者証又は加入者被扶養者証 のほか 「一部負担金等免除証明書」 の提示 が

必要 とな ります。

*免 除 申請のための手続書類については、準備 が整 い次第 あ らためてお知 らせ します。

(4)免 除認定者が一部負担金等 を支払 った とき

免除認定者が以下の一部負担金等 を支払 っている場合 は、私学事業団に 申請す ることによ

り還付 を受 けることができます。

・ 平成23年7月1日 以降に医療機 関等 にかかる際に
、免除認定者に該 当す る者が、 「一

部負担金等免除証 明書」の提示 ができず、一部負担金等 を支払 った とき

・ 平成23年3月11日 以降の医療機 関等への受診 の際に
、免 除認定者 に該当す る者 が、窓

口負担 の猶予を受 けず、一部負担金等 を支払 った とき

*還 付 申請のための手続書類につ いては、準備が整い次第 あ らためてお知 らせ します
。

2)標 準給与の改定の特例を行った加入者の短期給付

標準給与を基に算定する給付については、特定被災区域(特 定被災区域に準ずる市町村を含

む。)に所在 していた学校等が大震災による被害を受けたことによる標準給与の改定の特例を行

っても、連動して給付額が減少しないように、改定前の標準給与に基づき支給します。

【対象となる給付】

(1)大震災前に受給権を有 し、既に支給、又は受給の要件を満たしている次の給付

① 傷病手当金 ・傷病手当金付加金
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傷病手当金 ・傷病手当金付加金の支給期間(待 機期間を含む。)に 平成23年3月11日

が含まれているとき、又は平成23年3月11日 時点で既に当該傷病のため休業(欠 勤)

しているが、給与が全額支給されているか、傷病手当金基本額以上の給与が支給されて

いるとき

② 出産手当金

出産の日(出 産の 日が出産予定日後のときは出産の予定日)以 前42日 から出産の日後

56日 までの間に平成23年3月11日 が含まれているとき

③ 休業手当金

休業手当金の支給期間に平成23年3月11日 が含まれているとき

(2)大震災が原因で受給権が発生 した次の給付

① 弔慰金 ・家族弔慰金

大震災によって加入者 ・被扶養者が死亡したとき

② 傷病手当金 ・傷病手当金付加金

大震災により発症した傷病のため休業(欠 勤)し 給与が減額 されたとき

注)大震災により発症 した傷病であることを明らかにする書類の添付が必要になります。

③ 休業手当金

大震災により欠勤し給与が減額されたとき

④ 災害見舞金 ・災害見舞金付加金

大震災によって加入者が、その住居又は家財に損害を受けたとき

なお、標準給与の改定の特例による改定前の標準給与を算定基礎にする休業給付(傷 病手当

金 ・傷病手当金付加金、出産手当金、休業手当金)は 、平成24年2月29日 までの分に限 りま

す。

また、改定後の標準給与が改定前の標準給与よりも高い場合は、改定後の標準給与を算定基

礎に、給付額を計算します。

3)労 災保険等と短期給付の調整

短期給付には、労災保険等の給付が支給されると、私学事業団からは支給できない給付があ

ります。これらの給付を私学事業団から支給され、労災保険等の給付も受けた場合、支給され

た給付を私学事業団に返還しなければなりません。

今回の大震災による被災が勤務中や通勤途上であった場合は、労災保険の給付の対象となる可能性が

あります。また、大震災で事業所が被災した場合は、雇用保険失業給付の特例措置に該当する可能性

もあります。 詳しくは、最寄りの労働基準監督署又はハローワークにご相談ください。

(1)労 災保険等の給付と調整が必要な短期給付

・ 傷病手当金 ・傷病手当金付加金 ⇔ 労災保険休業(保 障)給 付

*た だ し、傷病手当金は、職務上(通 勤途上)と して決定するまでの間、仮払いする
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ことができます。

・ 休業手当金 ⇔ 労災保険休業(保 障)給 付等

・ 埋葬料 ・家族埋葬料⇔ 労災保険の葬祭料(葬 祭)給 付

・ この他、医療機関等にかかったときの療養の給付や療養費、家族療養費なども労災保険

の給付と調整が必要になります。

(2)労 災保険等の受給状況の確認

労災保険等の受給状況の確認については、請求書の提出後に私学事業団から送付する 「状

況報告書」等を提出していただくことにより、第三者加害行為の有無と併せて確認していま

すが、大震災が原因で受給権が発生した給付の場合、あらかじめ以下の書類を添付して請求

すると速やかにお支払いできます。

① 大震災により発症した傷病による傷病手当金 ・傷病手当金付加金

→ 労災保険に該当しない旨の確認書

又は

→ 労災保険決定までの仮払い依頼書及び労災保険決定後の返還誓約書

② 大震災により死亡(推 定による死亡を含む。)した加入者の埋葬料

→ 労災保険対象外、又は労災保険を請求しない旨を明記した口述書

4)災 害見舞金等の請求

震災等に より家財 、又は住居 の1/5以 上の損害 を受けた場合 に、災害見舞金や災害見舞金付

加金 の対象 とな ります。

(1)請 求手続 き上の特例

今回の大震災に よるこれ らの給付金 の支給 について、早期に支払 えるよ う以下のとお り取

り扱います。

・ 「り災証 明書」について、原本でな く写 しで も受け付 けます。

・ 「り災証明書」 の交付依頼者(請 求者)が 加入者 以外 の場合で も、 り災証 明の対象 とな

る家屋等が、加入者又は被扶養者の居住 している建造物 であることが明 らかであれ ば、

受 け付 けます。

・ 「り災証明書」 の添付が困難 な場合は、後 日、 り災証 明書 を提 出す る旨の 「誓約書」 を

添付する ことで請求 を可能 とし、 「災害状況明細書」の記入 内容に基づ き損害 の程度 を判

定 します。 なお、後 日、提 出 された 「り災証 明書」 と判定 した損害 の程度 に差異 が確認

された ときは、災害見舞金等の追加支給 を行 います。

・ 「り災証 明書」が添付 されず、 「災害状況 明細書」の記入内容 によって も損害の程度 の判

定が 困難な場合は、災害見舞金付加金 のみ を支給 し、後 日、提 出 された 「り災証 明書」

によ り損害 の程度 を確認 できた ときに、災害見舞金等の追加支給を行います。

・ 加入者の所属す る学校法人等が被災 し事務 の遂行 が困難な状況 にある場合 は
、学校法人

等の証明欄(学 校法人代表者印)が ない場合で も、請求 を可能 とします。 ただ し、給付
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金の送金などに支障をきたさないよう、学校法人等でも災害見舞金の請求の事実を把握

していただくようお願いします。

・ 加入者の所属する学校法人等が被災し事務の遂行が困難で、私学事業団からの給付金の

送金を受け取れない状況にある場合は、学校法人等に在職中の加入者に対する支給であ

っても、加入者個人の口座への送金ができます。(平成23年6月 から実施予定)

(2)現地審査による支払い

今回の大震災で被災された地域(岩 手県、宮城県、福島県、茨城県(11会 場、延べ18日

間))に おいて、災害見舞金等の請求の現地受付 ・審査を実施し、給付金の速やかな送金を行

いました。

(3)災害見舞品の取 り扱い

災害見舞金や災害見舞金付加金を支給するときは、災害見舞品に代えて現金3万 円を自動

でお支払いします。

掛 金 関 係

1)掛 金 ・児童手 当拠出金及 び任意継続掛金 にかか る納期限の延長の取 り扱い

掛金 ・児童手 当拠出金(以 下 「掛金等」とい う。)及 び任意継続掛金 について、以下の とお り取

り扱 います。

なお、今後 の納期限の取 り扱いについて も、災害の復 旧状況等 を踏 まえ対応す る予定です。

(1)対 象学校法人等(① 又は② のいずれかに該 当す る学校法人等)

① 青森県、岩手県、宮城 県、福島県、茨城県の地域に所在す る学校法人等

② 大震災 に伴い災害救助法 の適用市町村(東 京都 を除 く。)に 指定 され た地域 に所在す

る学校法人等

(2)対 象 となる調定掛金等

平成23年3月11日 以降に納期限が到来する平成23年2月 調定分以降の掛金等。

・ 納期 限を5月31日 に延 長 してい る平成23年2月 及び3月 調定分掛金等 も含 め
、納期

限 をさらに延長す ることとしま した。延長後 の納期限については、後 日改めてお知 ら

せ します。(国 税通則法にな らい、災害がやんだ 日か ら2か 月以内の 日が別途定め られ

ます。)

・ 納期限が延長 され ている間
、 口座振替は行わないこ ととしま した。

・ 口座振替 によ り納付 してい る学校法人等 で
、延長後の納期 限をお知 らせす る前 に 口座

振替の再開を希望 され る場合 には、 「口座振替再開 申出書」(対 象学校の平成23年4

月調定分の納付通知書に同封 しま した。)を ご提 出くだ さい。再開後 の振替 日は、本来

の納期 限に基づ く振替 日とな ります。

・ 被 災 され た任意継 続加入者 の任意継続掛金 について も
、学校法人等 と同様 の取 り扱 い

を行 います。
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2)掛 金免除の特例(財 特法第42条 関係)

次の①及び②のいずれに も該 当す る学校法人等か ら、「掛金 ・児童手当拠 出金免除 申請書」に

よ り、 申請 があった場合にお いて、事業団が必要 と認 める ときは、掛金 ・児童手 当拠出金(以

下 「掛金等」 とい う。)の 納付が免除 され ます。

① 平成23年3月11日 に、特定被災区域 に所在す る学校等 を設置 していたこと。'

② 当該学校等が東 日本大震災によって被害 を受けたことによ り、① の学校等 に勤務す る

加入者 に対す る給与の支払に著 しい支障が生 じていること。

・ 給与の支払に著 しい支障が生 じている場合 とは
、学校等 の全部又は一部 が休業 している

こと等 によ り、概ね過半の加入者 について、給与が支払 われていないか又 は標準給与 の

下限(98,000円)に 相当す る給与 しか支払われていない状態をいいます。

・ 給与にかか る掛金等が免除 され ている場合 は
、賞与等 についても、概 ね過半の加入者 に

ついて、賞与等が支払 われていないか又は賞与等 の額が101,000円 未満の場合 には、

賞与等 に係 る掛金等 も免除 され ます。

・ 平成23年3月11日 に既に掛金免 除 してい る育児休 業中の加 入者 については
、即時改

定は行わないこ とか ら 「概 ね過半の加入者」か ら除 きます。

(1)免 除期間

掛金等の納付が免 除 され る期 間は、平成23年3月 納付分か ら平成24年2月 納付分(児 童

手 当拠出金 については、平成23年10月 納付分)ま での間で、加入者に対す る給与の支払い

に著 しい支 障が生 じてい る期 間。

(2)申 請方法

掛金等免 除の 申請 は、 「掛金 ・児童手 当拠 出金免 除申請書」に必要事項 を記載 し、事業団ま

で提出 して くだ さい。

なお、申請に際 しては、原則 として事前に 「標準給与の改定の特例」にかかる 「標 準給与

改定届書」 を提 出 して くだ さい。

(3)免 除終了届 出方法

掛金等免 除事 由に該 当 しな くなった ときは、「掛金 ・児童手 当拠出金免除終了届」に よ り事

業 団まで届 け出て くだ さい。

長期 給 付 関係

1)65歳 時における年金請求の特例

(1)本 来支給の退職共済年金の決定の特例(財 特法第39条 関係)

60歳 代前半の退職共済年金(特 別支給)は 、65歳 で受給権が消滅するため、あらためて

65歳 からの退職共済年金(本 来支給)の 請求を行 う必要があります。
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このような仕組みを前提に、特定被災区域のうち、交通、郵便その他の事情を勘案して厚

生労働大臣が定める区域に住所を有している場合は、65歳 からの退職共済年金(本 来支給)

の請求がない場合でも、必要に応 じて年金を決定し、支給することとなりました。

ただし、退職共済年金の支給繰下げを希望するときなどは、その旨を速やかに申し出てい

1た だく必要があ りますので、ご了承ください。

(2)国 民年金の老齢基礎年金の裁定の特例(財 特法第96条 関係)

① 私学共済以外の公的年金制度に加入したことがない場合

65歳 に達 したことに伴い、私学事業団に老齢基礎年金の請求書を提出していただく必要

がありますが、特定被災区域のうち、交通、郵便その他の事情を勘案して厚生労働大臣が

定める区域に住所を有している場合は、老齢基礎年金の請求書の提出がない場合でも、必

要に応じて私学事業団から日本年金機構に進達することとなりました。

ただし、老齢基礎年金の支給繰下げを希望するときなどは、その旨を速やかに申し出て

いただく必要がありますので、ご了承ください。

なお、送金先は退職共済年金と同じ受取金融機関とさせていただきます。

② 特別支給の老齢厚生年金の受給権者である場合

65歳 に達 したことに伴い、日本年金機構から送られてくる 「現況届」形式の老齢基礎年

金の請求書を提出する必要がありますが、特定被災区域のうち、交通、郵便その他の事情

を勘案して厚生労働大臣が定める区域に住所を有している場合は、老齢基礎年金の請求書

の提出がない場合でも、必要に応じて日本年金機構が年金を決定し、支給することとなり

ました。

③ 私学共済以外の公的年金制度に加入したことがあって②以外の場合

65歳 に達 したことに伴い、年金事務所で老齢基礎年金の請求手続きをする必要がありま

す。

ただし、財特法においては特段の措置がなされていませんので、老齢基礎年金の請求手

続きについては最寄りの年金事務所にお尋ねください。

この特例 は、平成23年3月1日 か ら同年6月30日 までの間に65歳 に達する者 が対象です。

この対象 とな らない者 については、従来 どお り年金の請求が必要 とな りますので、 ご注意 く

だ さい。

2)退 職共済年金の額の改定の特例(財 特法省令第2条 関係)

加入者である退職共済年金の受給権者が学校等(甲 種又は丙種)を 退職(70歳 みなし退職を

含みます。)したときは、退職共済年金の額の改定のための請求をすることとされていますが、

特定被災区域のうち、交通、郵便その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める区域に住所を

有している場合は、請求がない場合でも、必要に応じて退職共済年金の額を改定し、支給する

こととなりました。
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ただ し、退職後の民間会社等へ の就職 、または雇用保 険の受給 によ り、退職共済年金が支給

停止 となる場合があ りますので、その場合 は私学事業団へ ご連絡 をお願 い します。

この特例 は、平成23年3月1日 か ら同年6月30日 までの間に退職 した者が対象 です。 この

対象 とな らない者については、従来 どお り退職共済年金 の額 の改定請 求が必要 とな りますので、

ご注意 くだ さい。

3)そ の他、私学共済制度における取 り扱い

被災されたことに伴い、添付書類が整えられない等の理由により年金の請求ができない場合、

または、年金証書や現況届の紛失等でお困りの方は、個別にご相談を承っておりますので、年

金第一課または年金第二課までご連絡ください。

保健関係
1)積 立貯金関係

貯金の通常の払い戻 しは、毎月20日 としています が、当座 の資金のため緊急 の払い戻 しが必

要な場合 に対応 するため、随時に払い戻 し(限 度額50万 円)を 行 います。この場合、 「積立貯

金払戻請求書」の余 白に 「緊急払戻希望」 と朱記 して くだ さい。 「積立貯金払戻請求書」がお

手元にない場合は、任意の用紙で も受 け付 けるこ とができます。

なお、登録印がない場合 は他の印又は栂 印でも可 とします が、 この場合は学校法人等 の確認

印が必 要 とな ります。

2)積 立共済年金関係

(原則、災害救助法適用市町村に居住の方 を対象 とします。)

(1)脱 退一時金又は遺族一時金 を請求す る場合 、手続書類の緩和措置 をと ります ので、保健

課へ ご相談 くだ さい。

(2)積 立共済年金 の保険料の振替が3か 月で きない場合 は 自動脱退の扱 い とな りますが、平

成23年2月 分か ら7月 分(7月6日 振替分)ま での保険料 については、申 し出によ り平

成23年9.月6日 に再振替 を行 います。

なお、申 し出の締 め切 りは7月31日 とな ります。

(3)自 由選択 コースにお ける積立金 の一部払い出 し

自由選択 コースにお ける積立金の一部払い出 しができるよ うにな ります。

一部払い出 しの金額は
、積立金最低2万 円を残 して、20万 円以上、かつ積 立金残高の範 囲

内(1万 円単位)で 請求ができます。積立金残高は請求時に私学事業 団で確認 できる金額 と

な ります。 ご請求 の場合 は、保健課か ら請求用紙 を送付 します ので ご連絡 くだ さい。

なお、請求の締 め切 りは7月31日 とな ります。
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3)共 済定期保険関係

(原則、災害救助法適 用市町村 に居住 の方 を対象 とします。)

(1)死 亡保 険金及び入院給付金 を請求す る場合、手続書類の緩和措置を とります ので、保健

課へ ご相談 ください。

(2)共 済定期保 険の保 険料 の振替(3月22日)及 び再振替(4月22日)が できない場合 は、

自動脱退の扱 い とな りますが、脱退 とな らない ように加入者 あてに取 り扱 いの ご案 内を

5月 下旬に しています。

(3)こ のたびの地震 については、死 亡保 険金 の他、医療保 障 コー ス及び医療費支援 コースに

ついても支払 いの対象 とな ります。

【お問い合 わせ先 】

共済定期保 険専用 フ リーダイヤル:0120(716)267

受付時間 平 日9:00～17:15

4)人 間 ドック

平成22年 度分の利用補助を受けるため、人間ドックの利用予約を済ませた方で、4月 以降に

利用を延期 した場合は、平成22年 度中に利用 したものとして補助金を支給します(こ の取 り扱

いは、加入者(任 意継続加入者 を含みます。)及び被扶養者の居住地又は健診機関の所在地が、

大震災の被災地及び大震災に伴う計画停電の指定地域に限ります)。

なお、請求には、人間 ドックの予約票など3月 中に予約を取ったことが分かる書類が必要と

なります。

貸付関係

1)定 期償還期限の延長

激甚災害により被災をした借受人からの申し出により、2年 間を限度 として貸付金の定期償

還期限を延長します。
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2)特 例住宅貸付及び特例災害貸付

加入者(任 意継続加入者は除きます)が 、激甚災害により被災をしたため資金を必要とする

場合には、 「特例住宅貸付」及び 「特例災害貸付」を受けることができます。また、貸付けを

受けると同時に定期償還期限延長の申し出もできます。

(1)特例住宅貸付の貸付け条件等

(2)特例災害貸付の貸付け条件等

*特 例住宅貸付及び特例災害貸付を申し込む場合は、貸付申込書の申込事由に 「激甚災害」

と記入してください。

*り 災証明書の入手が困難で用意できない場合、本人の理由書と同人が被災された旨の学校

法人等の証明書(併 記可)を ご提出ください(任 意用紙可)。

*財 特法による即時改定をした場合の貸付限度額又は償還限度額は、改定前の標準給与を算

定基礎に計算します。

また、改定後の標準給与が改定前の標準給与よりも高い場合は、改定後の標準給与を算定

基礎に計算します。
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施 設 関 係

平成23年6月30日 まで、私学事業団の宿泊施設(仙 台ガーデ ンパ レスを除 く15施 設)を

被災 され た加 入者(家 族 を含み ます)に 提供す ることとし、利用料金については、宿泊料 を無

料(食 事代 は実費負担)と します。宿泊希望の場合は事前に宿 泊施設 への予約 が必要 とな りま

す。

なお 、仙 台 を除 く全国7か 所 のガーデ ンパ レスにおいては、宿 泊予約状況等 を踏 まえつつ、

政府 、地方公 共団体か らの要請に基づ き、一時的に被災者 の方 を受け入れ る場合があ ります。

共 通 事 項

死亡 にかかる給付の支給に関する特例(財 特法第41条 関係)

震災等に よる行方不明時においては1年 経たない と死亡の推定をす ることができませんが、

財特法の施行に よ り東北地方太平洋沖地震に よ り行方不 明 となった者の生死が3か 月間わか ら

ない場合、又はその者の死亡が3か 月以 内に明 らか にな り、かつ、その死 亡時期 がわか らない

場合については、死亡に係 る給付 の支給に関す る規定の適用 は、平成23年3月11日 にその者

が死亡 したもの と推定するこ ととな りま した。

この ことに伴 い、以下の給付について、速やかに給付の決定又 は支給 を行います。

1)対 象 とな る給付の範 囲

(1)埋 葬料 ・家族埋葬料(5)特 例死亡一時金

(2)弔 慰金 ・家族 弔慰金(6)死 亡一時金

(3)遺 族共済年金(7)支 払い未済 の給付

(4)遺 族共済年金 の転給

2)取 り扱い

・ 給付 の請求の際には、死亡を証する書類(死 亡診断書)等 に代 えて、 「行方不明 となった

事実又 は死亡 した事実を明 らかにす ることができる書類」 を添付 して ください。
・ 加入者の死亡を推定 し給付 を請求す るときは

、給付 の請求に併せ、平成23年3月11日 死

亡 として 「資格喪失報告書」を提 出 して くだ さい。

・ 死亡 を推定 した加入者 の資格喪失が
、平成23年3月11日 以外 で報告 されている場合は、

「加入者資格取得 日 ・喪失 日等訂正 申出書」に より訂正 をお願 い します
。
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特定被災区域

特定被災区域に準ずる市町村
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